
 

２ 周産期医療施設オープン病院化における成果及び課題 

１）モデル事業における成果 

○限られた医療資源の中で、安全で安心な周産期医療を提供することができ、妊産婦

の満足度が向上する。 

○ オープン病院を核として地域の診療所をネットワーク化でき、地域の診療レベルの標

準化が可能となった。 

○ 症例検討会を通して登録医の周産期医療の臨床知識が up date された。 

 

２）モデル事業における主な課題 

○オープンシステムの助産所の参加については、助産師の生涯教育を含めて安全性

の確保と合わせて、今後検討する。 

○ 三重県全体をカバーして県民全体に安全で安心な周産期医療を提供するために

は、大学病院だけでなく県内５箇所の基幹周産期医療施設を全てオープン化する必

要がある。 

○ 将来的には全ての診療所がいずれかの基幹周産期施設のネットワ

ークに所属する体制が望ましい。 
 
３）セミオープンの地域における今後のオープン病院化に向けての課題 

○本県は一人で診療する有床診療所での分娩の割合が高く（約７０％）、また、登録診

療所が広域に分布しているため、オープン病院と遠距離にある場合が多い。 

○ 従って、オープン化した場合には、登録医が分娩立ち会いを希望した妊婦の分娩処

置に携わっている間は、自施設での患者の診療に対応できなくなる。オープン病院

が一箇所と限定されている間は、むしろオープンシステムとセミオープンシステムが

混在する地方型のシステムを構築していきたいと考えている。例えば、登録医はオー

プン病院と１対１の縦断関係だけを持つのではなく、システム登録医間でも横断的関

係を持ち、登録診療所間および病院・診療所間を自由に往来して相互に診療援助が

可能なシステムの構築を目指したい。 

○ また、このようなシステムを介して治療内容の施設間格差を是正し、地域全体の周

産期医療レベルアップと「医療の標準化」を行うことが重要な課題であると考えてい

る。 

 

４）今後の方向性 

○県内全域をカバーするためにはオープン病院を増加させる必要がある。すなわち、現

在三重県が地域周産期センターに指定している５施設の内、三重大学を除く４施設

についても早急にオープンシステムを導入し、各地域の周産期医療ネットワークを形

成する。 
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○ 上記５施設と紀南地区の紀南病院産婦人科の合計６施設をセンターとしたネットワ

ークを相互にリンクすることで、三重県の全分娩施設をカバーする周産期医療ネット

ワークを形成する。 

○ それに伴い、県内の全ての分娩をローリスクは診療所で、ミドル〜ハイリスクは２次

または３次周産期医療施設で診療する体制が整う。また、同時に、ローリスク群に突

発的な事態が起きた場合にも、地域基幹施設を経由して県内のネットワーク内で迅

速かつ適切な対応をおこなうことが可能となる。 

○ さらに２次的効果として、ローリスクやミドルリスクをハイリスクにならないように対応

することで、重症新生児の出生を減少させることができれば、医師不足に悩む NICU

医師への負荷を軽減することも期待される。 

 
 
３ オープン病院化推進のための国への提言 

現在我が国の周産期医療が直面している問題は、分娩取扱い医師の絶対数の

不足、医師数ならびに診療レベルの地域間格差、診療所間格差である。現在、

厚労省、文科省、地方自治体などにより医師不足地域の大学を対象とした医学

部入学定員増や、地域推薦枠の拡大など様々な医師不足対策が行われているが、

１０年後にならなければ効果は発揮されない。 
すなわち、近年の産科専攻者減少に対して何ら対策を講じない場合には、高

齢化に伴って産科医師数は減少し続けることが予想されている。今後１０年間

減少し続ける医師のみで現在の周産期医療レベルを維持し続けなければならな

い。そのためには、以下の対応が考えられる。 
○ 減少する医療資源の有効活用：すなわち、オープン病院化事業の全国的な普及

が必要であると考えられる。 
○ 現在産科医療に携わっている医師のレベルアップ：オープンシステムを核とし

た周産期医療ネットワーク内での症例検討会を通じて、地域全体の医療の標準

化とレベルアップを図る。 
 

４ その他 

○ 今後は、個々の病院のオープン化推進だけではなく、国レベルの行政が主導し

て、都道府県単位ごとのあるいはさらに広域のブロックごとのオープン病院化

周産期基幹医療施設間のネットワーク化を推進することで、地域ごとの周産期

医療レベルの維持と向上を図り、もって近年加速度的に進行する分娩取扱い診

療所の閉鎖と産科医師の離職を食い止める必要があると考えます。 
○ 同時に、周産期医療に携わる医師の労働に対して、時間外手当やハイリスク分

娩手当など適正な評価を行うよう国立病院機構や自治体病院などに対して指

導を行って頂きたい。 
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○ 産科医療に関連した新生児後遺症などに対する過剰な医療訴訟圧力も若手医

師が産科を敬遠する一因となっています。無過失保証制度の早期実現と充実が

必要であると思います。 
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